
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

上 半 期 レ ポ ー ト 

ＪＡなすの ご案内 
令和 2 年 3 月 1 日から令和 2 年 8 月 31 日まで 
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皆様には、平素より私どもＪＡなすのをご利用いただき、

誠にありがとうございます。 

 

当ＪＡは令和2年8月末において、貯金残高1,705億円、貸

出金残高381億円となり、前年同期比でそれぞれ28億円、20

億円の増加、収益面においては、経常利益を191百万円計上

し、自己資本比率は16.58％程度となり財務の健全化を維持

しております。一方、新型コロナウイルス感染症拡大の影響

により、ＪＡ事業全体の縮小が懸念されております。 

また、農協改革については、集中推進期間が令和元年５月

末をもって延長されることなく終了しました。しかし、農協

改革集中推進期間終了後の規制改革推進会議の答申では「自

己改革の実施状況を把握した上で、引き続き自己改革の取り

組みを促す」としており、今後の動きを注視していく必要が

あります。  

こうした情勢を踏まえ、超低金利の継続により、信用事業

がいっそう厳しさを増すことなどから、総合事業を営む農業

協同組合として組合員・地域のために継続して機能発揮でき

るよう、持続可能な経営基盤の確立・強化の取り組みが極め

て重要となっています。「不断の自己改革」とあわせて、Ｊ

Ａグループを挙げて経営基盤強化の取り組みを加速化して

いく必要があり、「農業者の所得増大・農業生産の拡大への

さらなる挑戦」、「地域の活性化への貢献」等を柱とする「創

造的自己改革への実践３か年計画」（令和元年度～３年度）

において自己改革の着実な実践に取り組んでまいります。令

和２年度は、３か年計画の第２年度となりますが、組合員・

地域の皆様との対話を引き続き進め、自己改革の達成に向け

て役職員一丸となって全力を挙げて取り組む所存です。 

 

今後とも、農家組合員及び地域の皆様とともに歩み、地域経

済の発展に寄与すべく、信頼性・健全性の向上とサービスの

提供に努めて参りますので、一層のご利用を賜りますようお

願い申し上げます。 
 

 

 

組合長あいさつ 

ＪＡなすの 

代表理事組合長 

菊地 秀俊 
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超高齢化社会、人口減少を迎え、地域の農業や社会は急速に姿を変えつつあります。ま

た、わが国経済は「ゆるやかに回復している」とされているものの、長引く超低金利政策

により、金融業界を中心に今後さらなる影響の顕在化が避けられない状況となっています。 

農業情勢は、行政による米の生産数量目標の配分が廃止され、需給調整の実効性確保に

向けた計画的な生産を推進していく必要があることや、日米貿易交渉については、令和元

年 10 月 7 日に貿易協定に正式に署名し、米については米国への関税割当枠の設置が見送ら

れることとなった一方、小麦・大麦・牛肉等の多くの品目でＴＰＰと同様の合意に至って

いるなど、将来的な国際化の進展の中、国内農業への影響が懸念されます。 

こうした中、ＪＡなすのは、「創造的自己改革の実践」に全力で取り組んできました。令

和元年5月末には農協改革集中推進期間が終了しましたが、令和3年3月末を目途として、

ＪＡグループの改革の実施状況を勘案し、農協制度について検討した上で必要な措置を講

じるとする「農協法全体 5 年後条項」を見据えて、これまで自ら取り組んできた自己改革

の成果と今後のさらなる取り組みにより、これらに対応していく必要があります。 

創造的自己改革の実践では、多様な組合員の声に応え、組合員の願いを実現していくた

め、組合員とどう向き合うのか原点に立ち返り、「協同組合」としてＪＡの組合員・役職員

がともに力を合わせ、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」へさらに挑

戦し、組合員とともに農業と地域の未来を拓くため、令和２年度は次の事項を基本方針と

して取り組みます。 

 

１．「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」へのさらなる挑戦 

 

２．「地域の活性化」への貢献 

 

３．組合員の「アクティブ・メンバーシップ」の確立 

 

４．「食」「農」「協同組合」にかかる地域住民理解の醸成 

 

５．自己改革の実践を支える経営・財務基盤の確立 

 

※アクティブ・メンバーシップとは組合員が積極的にＪＡ事業や活動に参加してもらう

ことです。ＪＡにおいては、組合員が地域農業や協同組合の理念を理解し、「私たちの

ＪＡ」意識を持ち、積極的な事業利用と協同組合活動に参加することです。 

 

 

令和 2年度 基本方針 
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●農業関係の持続的な取り組み 

（１）耕種部門では極端な気象変化に対応

した米・麦・大豆等の生産を後押しするため

に、農産物受検組合、麦・大豆部会を中心に

栽培講習会、現地検討会、受検対策会議を積

極的に開催し、品質及び収量の安定化対策に

取り組んでいます。また、安全・安心を担保

するための生産履歴活動や、ＧＡＰの取組み

定着に向けて、各生産組織の協力により円滑

な推進を図っています。 

（２）園芸部門では、商標を取得した９品 

目を「ビューティフルブランド＝ＢＢ９」と

して、那須地域ブランドの中心に捉え、積極

的な販売促進活動に取り組んでいます。また、

部会組織との連携による市場・量販店におけ

る消費宣伝活動・予約相対取引等を進め単価

確保に取り組んでいます。 

（３）畜産部門では、全体学習会の開催に

より、最新の飼養管理技術やゲノミック遺伝

子検査についての学習会や、ＪＡなすの独自

の和牛能力共進会を開催し、なすの管内の優

秀な繁殖牛を一同に集め、管理技術の高位平

準化に努めています。ＪＡ独自の枝肉研究

会・共励会を定期的に開催し、関係機関の協

力の下、肉質改善プロジェクト巡回を実施し、

優良牛の生産・有利販売に努めています。 

また、管内の取扱店と連携して地域ブラン

ドである「那須和牛」の販促活動を実施し、

地産地消の拡大に取り組んでいます。 

 （４）営農経済渉外（ＡＬＫ）による営農

相談機能の充実と、肥料・農薬等については、

見積り合わせによる精力的な価格交渉と仕入

れ先の検討を行っており、生産資材の価格引

き下げに努めています。 

 （５）出資型農業法人（株）ＪＡなすのア

グリサポートでは、生産者の高齢化や担い手

不足で耕作放棄地が増加する中、地域の担い

手の方々と連携して耕作放棄地を減らすなど、

地域農業の振興を図っています。 

 

●地域密着型金融への取り組み（地域の活

性化のための取組の状況及び中小企業等

の経営の改善を含む） 

（１）農業者等の経営支援に関する取り組み 

方針 

当ＪＡでは、農業者の協同組織金融機関と

して、「健全な事業を営む農業者をはじめと

する地域のお客さまに対して必要な資金を円

滑に供給していくこと」を「当ＪＡの最も重

要な役割のひとつ」として位置づけ、当ＪＡ

の担う公共性と社会的責任を強く認識し、そ

の適正な業務の遂行に向け、金融円滑化にか

かる基本方針等を定め、対応しています。 

（２）農業者の経営支援に関する体制整備 

当ＪＡでは、ご利用者からの新規融資や貸

付条件の変更等の申込に対し、円滑に措置を

とることができるよう、態勢を整備していま

す。 

（３）農業者等の経営支援に関する具体的

な取り組み 

当ＪＡは、農業者等の経営支援に関する具

体的な取り組みとして、下記のような具体的

取り組みを実施しています。 

・農業者をはじめとした地域活性化のため

の融資などの支援 

・経営不振農家に対するコンサルティング 

・弁護士による法律相談の実施 

・負債整理資金の提供による償還負担の軽

減 

・地場産野菜・果物を用いた料理教室や 

親子農業体験教室の実施

 

 農業振興活動 
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当ＪＡは、大田原市、那須塩原市、那

須町を事業区域として、農業者を中心と 

した地域住民の方々が組合員となって、

相互扶助を共通の理念として運営される

協同組織です。 

・共生（利用者と「共生するＪＡ」) 

・創造（自ら時の流れを創り出します） 

・挑戦（現状に満足することなく常に 

「一歩前へ」挑戦し続けます） 

を経営理念に、組合員・利用者の夢を実

現するための運営・経営にあたっており

ます。 

当ＪＡの資金は、その大半が組合員の

皆様などからお預かりした大切な財産で

ある｢貯金｣を源泉としております。当Ｊ

Ａでは資金を必要とする組合員の皆様方

や地方公共団体などにもご利用いただい

ております。 

また、ＪＡの総合事業を通じて地域の

協同組合として、農業や助け合いを通じ

た社会貢献に努めています。 

当ＪＡでは、平成26年に事業継続計画

（ＢＣＰ）における基本方針（大規模災

害に対する対応方針）を策定し、災害時

においても事業継続を行うことに最大限

努めております。 

ア．組合員数 令和2年8月末 令和2年2月末 

正 組 合 員 12,822人 12,803人 

准 組 合 員 8,363人 8,273人 

合  計 21,185人 21,076人 

イ．組合員戸数 令和2年8月末 令和2年2月末 

正組合員戸数 10,883戸  10,898戸 

准組合員戸数 6,338戸 6,257戸 

合  計 17,221戸 17,155戸 

ウ．出資金 3,876百万円 3,884百万円 

 

●地域からの資金調達の状況(8月末) 

       貯金・積金平均残高   

組合員等 132,189百万円  

そ の 他 37,451百万円  

合  計 169,641百万円  
☆上記「組合員等」には、地方公共団体等からの貯金・

積金3,446百万円が含まれています。 

 

●地域への資金供給の状況(8月末) 

（１） 貸出金平均残高 

組合員等 31,989百万円  

そ の 他 5,149百万円  

合  計 37,138百万円  
☆上記「その他」には、地方公共団体等への貸出金 

2,399百万円が含まれています。 

 

（２）融資取扱状況 

        融資取扱状況(平均残高) 

住 宅 ロ ー ン 21,315百万円 

教 育 ロ ー ン 162百万円 

自動車ローン 1,309百万円 

営 農 ロ ー ン 1,168百万円 

農 業 資 金 3,385百万円 

日本政策金融公庫資金 24百万円 

農業近代化資金 2,058百万円 

畜産特別資金 21百万円 

就農支援資金 8百万円 

災害条例資金 0百万円 

その他制度資金 －百万円 

そ の 他 7,685百万円 

合   計 37,138百万円 

 

 

 

 

 

 

 地域貢献活動 

☆上記のうち、「日本政策金融公庫資金、農業近代化資金、 

畜産特別資金、災害条例資金等」は、制度融資といい、農業 

生産の振興や農業後継者の育成などを目的に、国等が一定の 

制度に基づいて行う金融のことをいいます。 

制度融資には大別して、国・県の財政資金による融資と、 

ＪＡ資金を原資として、融資を行い、国・地方公共団体が利 

子補給を行う制度があります。 

 前者の代表的なものは、日本政策金融公庫（農業改良資金、 

就農支援資金含む）であり、後者の代表的なものは、農業近 

代化資金、畜産特別資金となっています。 
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●文化的・社会的貢献に関する事項(地

域との繋がり) 

（１）文化的・社会的貢献に関する事項 

ＪＡは農業者が中心となって構成され、

地域農業の振興を図り、消費者に安全で安

心な農畜産物を安定的に供給することを

基本使命としています。このため、農業関

連を中心とした総合的な事業を展開して

おります。組合員以外の一般の方にも各種

事業を利用していただくことにより、地域

経済・社会の発展に寄与する社会的責任、

金融機関の一員として信用の維持・貯金者

の保護を確保する公共的使命などを果た

しています。 

また、次代を担う児童・生徒たちに対し

ては、学校給食に地元農畜産物を提供した

り、書道コンクールの開催、野菜の種まき

や収穫作業といった農作業体験など、農業

への関心を高める取組みを行う一方、高

齢者福祉事業の充実を図り、各種サービ

スの提供も行っております。     

                  

 これら各種イベントについては、新型

コロナウイルス感染予防に充分配慮した

上で開催しております。 

さらには、児童安全確保のため、配送ト

ラックや外務車両にステッカーを貼り、パ

トロール活動を行い、積極的に地域安全活

動に努めております。 

あわせて、平成9年には「日光杉並木」

のオーナーとなり、世界遺産を後世に残す

取組みの一翼を担うことで文化的貢献を

果たすよう努めています。 

 

（２）組合員・利用者との関係性強化 

当ＪＡでは、組合員相互の親睦を図ると

ともに、地域の皆さまとの結びつきを強化

するため、毎年「ＪＡまつり」の開催して

おりましたが、令和2年度において新型コ

ロナウイルス感染防止の観点から中止さ

せていただく予定です。 
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（３）情報提供活動 

組合員の皆さま向けに、毎月｢ＪＡだ

より｣を発行して、ＪＡの事業や地域の

情報を提供しています。 

また､地域住民の皆さまへの情報発信

として､コミュニティー誌「ホットライン」

を発行するほか､インターネット上にホ

ームページを開設して、身近でタイムリ 

ーな情報提供に努めるとともに、皆さま 

（４）地方創生に関する事項 

   平成30年に大田原市、那須塩原市、

那須町との「包括連携協定」を締結 

   するなど、地方創生推進により地域の

活性化に取り組んでいます。 

 

 

 

からの情報やご意見等を、eメールでも 

   受け付けています。 

 

ホームページ http://www.janasuno.or.jp/ 

ｅメール   soumu@janasuno.or.jp 
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                                                                (単位:百万円) 
 

債 権 区 分 令和 2 年 8 月末 令和 2 年 2 月末 増 減 

(参考) 

令和 2 年 8 月 

購買未収金 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
95 164 △69 5 

危 険 債 権 476 388 88 44 

要 管 理 債 権 － － － － 

正 常 債 権 38,113 36,620 1,493 599 

合        計 38,685 37,173 1,512 648 

 

  (注)１．令和2年2月末から令和2年8月末までの間に、債務者区分の変更が必要と認識した先 

    については、8月末時点の債務者の状況に基づき債権区分を変更しています。 

   ２．債権区分は、次のとおりです。 

     ①破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

       ・法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権です。 

       〔資産査定における破綻先、実質破綻先〕 

       ②危険債権 

       ・経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本利息の回収ができない可能性 

     の高い債権です。 

        〔資産査定における破綻懸念先〕 

     ③要管理債権 

       ・3か月以上延滞貸出債権及び条件緩和貸出債権です。 

        〔資産査定における要管理先債権額のうち3か月以上延滞貸出金及び貸出条件緩和貸出金〕 

     ④正常債権 

       ・債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれら 

     に準ずる債権、危険債権及び要管理債権以外のものに区分される信用事業債権です。 

       地方公共団体等への債権も含まれております。 

 
 
 
 

 

金融再生法開示債権（単体） 
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 令和2年8月末  令和2年2月末 

           16.58％程度             16.44％ 
 

    (注) バーゼルⅢを踏まえた新国内基準で算出しております。また、8月末は、当ＪＡの上半期

仮決算データを基に算出しており、確定した決算に基づく数値ではありません。 

 
 
 

 

 

                                                                (単位:百万円) 
 

 令和 2 年 8 月末 令和 2 年 2 月末 令和元年 8 月末 

貯    金 170,574 170,370 167,756 

貸  出  金 38,185 36,314 36,160 

預    金 114,771 115,368 114,666 

 有 価 証 券 14,967 14,901 12,971 

購買未収金(参考) 648 702 673 
 

    (注)有価証券は、2月末は時価評価後、8月末は償却原価後の残高です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単体自己資本比率 

 

主要勘定の状況 
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[売買目的有価証券] 

 

売買目的有価証券については、当ＪＡでは投機的運用を行わないため保有しており

ません。 

 

 

 

[満期保有目的の債券] 

（単位：百万円） 

 
種 類 

令和 2 年 8月末 令和 2年 2月末 

貸借対照表計上額 時 価 差 額 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

貸借対照

表計上額

が取得価

額を超え

るもの 

社 債 600 601 1 600 605 5 

合 計 600 601 1 600 605 5 

 

 

 

[その他有価証券] 

（単位：百万円） 

 
種 類 

令和 2 年 8月末 令和 2年 2月末 

取得価額  貸借対照表計上額 差 額 取得価額  貸借対照表計上額 差 額 

貸借対照

表計上額

が取得価

額を超え

るもの 

国 債 10,000 10,063 63 9,065 9,502 436 

地 方 債 － － － 3,099 3,404 304 

社 債 1,400 1,403 3 1,304 1,395 91 

小 計 11,400 11,467 67 13,469 14,301 831 

貸借対照

表計上額

が取得価

額を超え

ないもの 

国 債 － － － － － － 

地 方 債 2,900 2,899 △0 － － － 

社 債 － － － － － － 

小 計 2,900 2,899 △0 
－ － － 

合 計 14,300 14,367 67 13,469 14,301 831 

（注）取得価額は償却原価法（アモチ・アキュム）適用後、減損処理前のものです。 

 

 

 

 

有価証券の時価情報 
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コロナ禍での和牛肉・花き消費拡大を応援 

 

 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、栃木県産の和牛肉の需要が落ち込んでいま

す。こうした実態を受け、那須塩原市と連携し栃木県産ブランドとちぎ和牛の消費拡大に

向けて、当ＪＡのグリーンハウス黒磯店とグリーンハウス塩那店で「那須塩原市わぎゅ～

プレミアム商品券」を販売しました。 

 

菊についても販売が低迷し、４月の平均単価は例年の５～７割と危機にさらされました。

この影響を受け、ＪＡなすの菊部会は今後に向けた対策として、市場や関係機関を招き８

月下旬に上期の出荷検討会を開催しました。同部会は生産者・市場・関係機関が一体とな

って需要の変化に対応できる体制の強化を図っていくことを再確認しました。 

 また、ＪＡ栃木青年部連盟と連携し栃木県産農産物の消費拡大を訴える「たべる！のむ！

かざる！栃木応援プロジェクト」の一環でＪＲ那須塩原駅・宇都宮駅・小山駅でＪＡなす

のの花きを使った花束を配り、消費拡大ＰＲを行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

令和 2年度の取り組み① 
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常勤役員・非常勤役員と組合員との対話運動の実施 

 

ＪＡ自己改革に関する対話運動の取り組みとして、常勤役員及び非常勤役員と職員の同

行訪問を各地区で行いました。「農業者の所得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活

性化」の実現に向け、組合員の生の声を伺い事業に反映させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「営農経済事業の成長・効率化プログラム」始動 

 

 ＪＡなすのは「持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化」の取り組みを進めている中、本

年度から新たに「営農・経済事業の成長・効率化プログラム」を導入しました。このプロ

グラムは、当ＪＡの経営状態を客観的に分析して課題を洗い出し、関係機関と連携して施

策を実行するものです。このプログラムを達成するためには、組合員の理解が必須であり、

ＪＡの役職員と組合員がワンチームとなって那須野農業の未来を創るため変革していくと

菊地組合長が決意を表明しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2年度の取り組み② 
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店舗一覧 

 店舗名 住  所 電話番号 
ATM 

設置台数 

本   店 325-0017 那須塩原市黒磯６―１ 0287-62-5555  

大田原支店 324-0043 大田原市浅香１―２―３２ 0287-23-3331 １台 

野崎出張所 324-0036 大田原市野崎１―７―１０ 0287-29-0003 １台 

親園支店 324-0044 大田原市親園８０７ 0287-28-1131 １台 

金田支店 324-0062 大田原市中田原１４３５―１ 0287-23-6641 １台 

西那須野支店 329-2735 那須塩原市太夫塚３―２２１―１１ 0287-36-0077 １台 

塩原支店 329-2801 那須塩原市関谷２０５０―１ 0287-35-2531 １台 

黒羽支店 324-0241 大田原市黒羽向町１３６８―２ 0287-54-1167 １台 

湯津上支店 324-0405 大田原市湯津上３７２４―３ 0287-98-2315 １台 

那須支店 329-3222 那須郡那須町大字寺子丙４―２０ 0287-72-6111 １台 

高久支店 325-0001 那須郡那須町大字高久甲３３４２―１ 0287-64-1122 １台 

伊王野出張所 329-3436 那須郡那須町大字伊王野１７１７ 0287-75-0004 １台 

黒磯支店 325-0062 那須塩原市住吉町２―１２ 0287-63-2331 ２台 

厚崎出張所 325-0026 那須塩原市上厚崎２３５―１ 0287-62-6332 １台 

鍋掛出張所 325-0012 那須塩原市越堀３８７ 0287-62-1003 １台 

東那須野支店 329-3135 那須塩原市前弥六５１ 0287-65-3717 １台 

高林支店 325-0116 那須塩原市木綿畑６３５―２ 0287-68-0004 １台 

大田原営農経済センター 324-0044 大田原市親園８０７ 0287-28-1130  

塩那営農経済センター 329-2735 那須塩原市太夫塚３―２２１―１１ 0287-36-3818  

黒羽営農経済センター 324-0241 大田原市黒羽向町１３６８―２ 0287-54-1130  

湯津上営農経済センター 324-0405 大田原市湯津上３７２４―３ 0287-98-2311  

那須営農経済センター 329-3222 那須郡那須町大字寺子丙４―２０ 0287-72-5890  

黒磯営農経済センター 325-0026 那須塩原市上厚崎２３５―１ 0287-62-6339  

※店舗以外ＡＴＭ設置台数 ４台 

 

 

 

 

店舗等のご案内 
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栃木県那須塩原市黒磯６番地１ 

那須野農業協同組合 
ＴＥＬ０２８７－６２－５５５５（代） 


